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Ⅰ 調査実施概要 

１ 調査の概要 

（１）調査目的 

県内の商店街が直面している課題及び問題点等を把握するため実施 

 

（２）調査対象 

① 調査対象 

長野県内に所在する、10店舗以上の会員により組織され、かつ共同事業を実施してい

る全ての商店街（任意団体を含む。） 

② 対象商店街数 

241商店街 

 

（３）調査方法 

地元商工団体の協力を得て調査票を各商店街に配布・回収 

（４）調査基準日 

平成 26年 7 月１日（調査期間：平成 26年６月から平成 26 年７月末まで） 

 

（５）調査機関 

長野県産業労働部、地方事務所商工観光（建築）課 

 

（６）調査協力機関 

長野県商工会連合会 

一般社団法人長野県商工会議所連合会 

商工会及び商工会議所 
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※本調査の対象となる商店街所在する市町村及び商店街数は下表による。 

  商店街数 

 

  商店街数 

  

  商店街数 

長野市 51  東御市 1  木曽町 4  

松本市 25  安曇野市 7  大桑村 1  

上田市 19  小海町 2  坂城町 1  

岡谷市 6  軽井沢町 2  小布施町 3  

飯田市 10  御代田町 1  山ノ内町 1  

諏訪市 8  立科町 1  木島平村 1  

須坂市 4  下諏訪町 3  野沢温泉村 2  

小諸市 9  富士見町 1  信濃町 3  

伊那市 7  辰野町 2  飯綱町 2  

駒ヶ根市 5  箕輪町 3  小川村 1  

中野市 6  宮田村 1  栄村 1  

大町市 8  松川町 1  全 体 241  

飯山市 6  阿南町 1  
  

茅野市 4  阿智村 1  
  

塩尻市 4  天龍村 2  
  

佐久市 13  泰阜村 1  
  

千曲市 4  上松町 2  
  

地域 市町村名 商店街数 構成比(%)

東　信
上田市／小諸市／佐久市／東御市／小海町
軽井沢町／御代田町／立科町　　　　　　　　　　　        　　 （８市町）

48 19.9

南　信
岡谷市／飯田市／諏訪市／伊那市／駒ヶ根市／
茅野市／下諏訪町／富士見町／辰野町／箕輪町／
宮田村／松川町／阿南町／阿智村／天龍村／泰阜村  　 （16市町村）

56 23.2

中　信
松本市／大町市／塩尻市／安曇野市／上松町／
木曽町／大桑村　　　　　　　　　　　　                        　  　（7市町村）

51 21.2

北　信
長野市／須坂市／中野市／飯山市／千曲市／坂城町／
小布施町／山ノ内町／木島平村／野沢温泉村／信濃町／飯綱町／
小川村／栄村　　　　　　　　　　　　　　　　　　　             　  （14市町村）

86 35.7

合　計 （45市町村） 241 100.0



3 

 

２ 本書の利用にあたって 

（１）主な用語の説明 

① 商店街の組織 

分    類 説              明 

商 店 街 振 興 組 合  

商店街振興組合法に基づき、商店街が形成されている地域において、小売商

業又はサービス業を営む事業者等が協同で事業を行うとともに、地域の環境

の整備改善を図るために設立した組合 

事 業 協 同 組 合  

中小企業等協同組合法に基づき、中小規模の事業者が相互扶助の精神により

協同で事業を行い、経営の近代化・合理化と経済的地位の向上を図るために

設立した組合 

任 意 団 体 上記以外の商店街団体 

② 商店街の性格 

分    類 説              明 

買 回 品 中 心  
諸行事や季節の変化に応じて購入する商品（衣料品、家具、電化製品など）

を扱う商店が 70％以上の商店街 

準 買 回 品 中 心 
諸行事や季節の変化に応じて購入する商品を扱う商店が 50％以上 70％未満

の商店街 

最 寄 品 中 心  
日常生活で消費する度合いの高い商品（生鮮食料品、日常雑貨、医薬品など）

を扱う商店が中心の商店街 

飲食・サービス中心  飲食店やサービス業の店舗が中心の商店街 

③ 商店街の立地場所 

分    類 説              明 

中 心 商 業 地 域 市町村の中心地を形成する商店街で商圏は比較的広範囲 

周 辺 商 業 地 域 中心商業地域の周辺に発達した商店街 

郊外（ロードサイド）地域 車社会の進展を背景に郊外ロードサイドに発達した比較的新しい商店街 

駅 前 地 域  駅という集客の核となる施設があることで発達した商店街 

住宅（団地）地域  住宅団地の建設に伴い形成された商店街 

農 村 地 域  農村にある地域密着型の商店街 

（２）その他 

・ 設問ごとの集計対象数を「ｎ」で表示している。 

・ 回答比率は小数点以下第２位を四捨五入しているため、各構成比率の合計が 100％にならな

い場合がある。 

・ 本文や図表中の選択肢の表記は、語句を短縮又は簡略化している場合がある。  
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Ⅱ 調査結果 

 １ 商店街の概況 

（１）商店街の概要                               

① 商店街数・組織形態・立地場所 

商店街数は、昭和 56 年をピークに減少傾向にあり、前回調査に比べ、１商店街減の 241 商

店街となった。 

組織形態は、「任意団体」（80.1％）が最も多く、立地場所は、中心商業地域（39.0％）が最

も多い。 

【商店街数の推移】 

 

【組織形態】 

 

【立地場所】 

  

445  
454  

436  433  433  
419  

385  

345  

325  

279  

260  

242  241 

200

250

300

350

400

450

500

S53 S56 S59 S62 H2 H5 H8 H11 H14 H17 H20 H23 H26
（年度） 

（商店街数） 

13.7  6.2  80.1  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26(n=241)

商店街振興組合 事業協同組合 任意団体 

39.0  27.8  3.3  19.5  2.5  6.2  1.7  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26(n=241)

中心商業地域 中心市街地周辺商業地域 郊外（ﾛｰﾄﾞｻｲﾄﾞ）地域 
駅前地域 住宅（団地）地域 農村地域 
無回答 
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② 商店街の規模（店舗数） 

前回調査同様、「30～49 店舗」（29.9％）の規模の商店街の割合が最も多い。 

「19店舗以下」（24.9％）の割合は前回調査に比べ1.3ポイント増加し、「20～29店舗」（22.0％）

を抜き２番目に高い割合となった。 

 

（参考）前回調査時（H23）との比較 

項目 H26 H23 増減 

商店街数 241 242 ▲１ 

店舗数（空き店舗を除く） 9,641 10,384 ▲743 

１商店街当たりの平均店舗数 40.0 42.9 ▲2.9 

 

③ 商店街の性格 

前回調査同様、「最寄品中心」（29.5％）の割合が最も多い。 

「飲食・サービス中心」（26.6％）の割合は前回調査に比べ 5.1 ポイント増加し、「準買回品

中心」（21.2％）を抜き、２番目に多い割合となった。 

    

23.6  

24.9  

24.4  

22.0  

27.7  

29.9  

19.4  

18.7  

5.0  

4.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23(n=242)

H26(n=241)

19店舗以下 20～29店舗 30～49店舗 50～99店舗 100店舗以上 

14.9  

17.0  

24.4  

21.2  

32.2  

29.5  

21.5  

26.6  

7.0  

5.8  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23(n=242)

H26(n=241)

買回品中心 準買回品中心 最寄品中心 飲食・ｻｰﾋﾞｽ中心 無回答 
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④ 店舗の構成 

【テナントの割合】 

「20％未満」（58.1％）が最も多く、75.5％の商店街でテナントの割合が 40％未満である。 

 
 

【チェーン店舗数・割合】 

ここでいうチェーン店とは、ブランドや営業等が多数の店舗で統一的に管理された店舗を指す。 

チェーン店舗数について回答のあった 146 商店街を集計対象とした。 

県内商店街のチェーン店舗率は 7.0％であり、全国（7.8％）よりも 0.8 ポイント下回って

いる。 

 チェーン店舗率 

長野県(n=146) 7.0％ 

全国（n=2,521） 7.8％ 

（全国数値：中小企業庁「平成 24 年度商店街実態調査報告書」） 

 

⑤ 顧客 

【最も多い顧客層】 

「高齢者」（33.2％）が最も多く、次いで、「把握していない」（26.1％）、「主婦」（16.2％）

となっている。 

 

 

【交通手段】 

「自動車」（60.2％）が最も多く、次いで「徒歩」（16.6％）となっている。 

 
  

58.1 17.4 8.3 8.3 

1.2 

6.6 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=241

20%未満 20～40％ 40～60％ 60～80％ 80％以上 無回答 

16.2 5.8 4.6 33.2 

1.7 

4.1 26.1 

3.3 

5.0 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=241

主婦 ＯＬ、ビジネスマン 家族連れ 高齢者 学生、若者 観光客 把握していない その他 無回答 

60.2 3.3 

2.5 1.7 

16.6 10.0 

0.4 

5.4 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=241

自動車 自転車・バイク バス 鉄道 徒歩 把握していない その他 無回答 
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⑥ ホームぺージ（HP）の有無 

「HP 無し」が 79.3％とほぼ８割を占めている。 

 

  

17.8 79.3 2.9 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=241

HP有り HP無し 無回答 
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（２）店舗数の変動 

① 店舗数の増減 

店舗数について、３年前と比較して「減少した」と回答した商店街の割合が 56.0％と半数

以上に上るが、一方で「増加した」と回答した商店街の割合も 12.4％となっている。 

 

② 開業率、廃業率 

出店数及び閉店数ともに回答が得られた 209 商店街の過去３年間の出店（閉店）数につい

て集計した。 

開業率 6.0%(482 店舗) 

廃業率 6.6%(536 店舗) 

  （注）開業（廃業）率＝過去３年間の出店（閉店）数÷（209 商店街の店舗総数（8,022）―出店数＋閉店数） 
 

【開店、閉店店舗数業種内訳】 

出店数が閉店数を上回った業種は、飲食店（＋69）、サービス店（＋２）、コンビニエンスス

トア（＋23）、ドラッグストア（＋８）の４業種のみであった。 

 

  

12.4 27.4 56.0 4.1 

0% 20% 40% 60% 80% 100%

n=241

増加した 変化なし 減少した 無回答 

234 

52 

42 

29 

17 

16 

16 

13 

11 

1 

1 

1 

1 

41 

7 

165 

75 

40 
6 

54 

35 

8 

33 

51 

3 

10 

2 

3 

42 

9 

0 50 100 150 200 250

飲食店 

衣料品・身の回り品店 

サービス店 

コンビニエンスストア 

食品小売店 

家庭用品・日用品店 

ドラッグストア 

食品製造・販売店 

文化品・耐久消費財店 

買回り品総合店 

食品スーパー 

ﾎｰﾑｾﾝﾀｰ、ﾃﾞｨｽｶｳﾝﾄｽﾄｱ 

遊技場 

その他 

不明 

出店数(n=482) 閉店数(n=536) 

（店舗数） 
（店舗業種） 
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２ 商店街の景況 

（１）景況感 

「衰退」（57.7％）、「変わらない（停滞）」（34.4％）、繁栄（2.5％）の順となっている。 

 

 

（２）景況感の推移 

「繁栄」（2.5％）と回答した商店街の割合は前回調査から横ばいであるが、「変わらない（停

滞）」（34.4％）と回答した商店街が 3.6 ポイント減少し、「衰退」（57.7％）と回答した商店街

が 3.2 ポイント増加している。 

 
（注）上図では、景況感を「無回答」とした商店街の割合を表していないため。年ごとの構成比率の合

計が 100％にならない場合がある。 

  

2.5  

34.4  57.7  5.4  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=241)

繁栄 変わらない（停滞） 衰退 無回答 

9.4  
5.5  6.7  6.4  5.7  

2.6  3.1  1.4  0.8  2.5  2.5 

70.6  

72.8  

66.7  

58.7  

49.6  50.4  

22.5  21.1  
24.2  

38.0  
34.4 

16.5  
20.5  

26.6  
34.9  

43.9  
47.0  

74.5  74.6  
73.8  

54.5  
57.7 

0

20

40

60

80

100

S59 S62 H2 H5 H8 H11 H14 H17 H20 H23 H26

繁栄 停滞 衰退 

％ 
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（３）景況の要因 

【繁栄している要因】 

景況を「繁栄」と回答した６商店街では、その主な要因を、「魅力ある店舗の増加」（50.0％）、

「市街地全体の整備改善」(33.3％)、「駐車場・駐輪場の設置」(33.3％)としている。 

 
 

【衰退している要因】 

景況を「衰退」と回答した 139 商店街では、その主な要因を、「商店主の高齢化（後継者の

不足）」（48.9％）、「域外大型店への客の流失」（47.5％）、「商圏内の人口、世帯数の減少」（38.8％）

としている。 

 

50.0% 

33.3% 

33.3% 

16.7% 

16.7% 

16.7% 

16.7% 

16.7% 

16.7% 

16.7% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0.0% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

魅力ある店舗の増加 

市街地全体の整備改善 

駐車場･駐輪場の設置 

商圏内の人口､世帯数の増加 

大型店の進出 

後継者が揃っている 

商店街施設の整備･近代化 

交通の便がいい 

商店が連続している 

消費者にとっての利便施設の整備 

来街誘引施設の整備 

共同販促事業の成果 

交通条件変化の好影響 

業種構成の充実 

情報化の整備 

営業時間の延長 

ｽﾀﾝﾌﾟ･ﾎﾟｲﾝﾄｶｰﾄﾞの成果 

その他 

H26(n=6)

※複数回答 

48.9% 

47.5% 

38.8% 

28.1% 

25.2% 

16.5% 

10.8% 

10.1% 

7.2% 

6.5% 

5.8% 

2.2% 

2.2% 

1.4% 

0.7% 

0.7% 

7.2% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

商店主の高齢化（後継者不足） 

域外大型店への客の流出 

商圏内の人口､世帯数の減少 

魅力ある店舗の減少（個店の経営努力の不足） 

商店の減少 

業種構成の不足 

消費者の買い控え(景気低迷の影響） 

市街地全体の整備の遅れ 

駐車場・駐輪場の不足 

競合商店街への客の流出 

インターネット販売の普及 

大型店の撤退 

情報化の遅れ 

共同販促事業の不足 

商店街施設の整備の遅れ 

交通の便が悪い 

その他 

H26(n=139)

※複数回答 
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（４）大型店の進出 

①  大型店進出の有無 

最近３年間で、影響を受けている大型店（店舗面積 1,000 ㎡超）の「進出があった」と回

答した商店街は、2km 以内で 40 商店街（16.6％）、2km 超で 76 商店街（31.5％）となっている。 

 

 

② 大型店進出の影響 

最近３年間で影響を受けている大型店の進出があった 98商店街における進出後の影響につ

いて、「あまり影響はない」(55.1％)との回答が最も多く、「悪い影響が大きい」（38.8％）を

上回っている。 

 
（注）18 商店街において半径 2km 以内及び半径 2km 超の両方で進出があったため、影響を受けていた大

型店の進出があった商店街の実数は、98 商店街となる。 

 

（５）大型店の撤退 

① 大型店撤退の有無 

最近３年間で、影響を受けている大型店（店舗面積 1,000 ㎡超）の「撤退があった」と回

答した商店街は、2km 以内で 22 商店街（9.1％）、2km 超で 19 商店街（7.9％）となっている。 

 
  

31.5  

16.6  

59.8  

75.5  

8.7  

7.9  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2km超(n=241) 

2km以内(n=241) 

進出があった 進出はない 無回答 

2.0  

38.8  55.1  4.1  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=98)

良い影響が大きい 悪い影響が大きい あまり影響はない 無回答 

7.9  

9.1  

83.8  

83.0  

8.3  

7.9  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

2km超(n=241) 

2km以内(n=241) 

撤退があった 撤退はない 無回答 
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② 大型店撤退の影響  

最近３年間で影響を受けている大型店の撤退があった 36商店街における進出後の影響につ

いては、「あまり影響はない」(72.2％)との回答が最も多く、「悪い影響が大きい」（22.2％）

を上回っている。 

 

（注）５商店街において半径 2km 以内及び半径 2km 超の両方で撤退があったため、影響を受けていた大型

店の撤退があった商店街の実数は 36 商店街となる。 

  

0.0  22.2  72.2  5.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=36)

良い影響が大きい 悪い影響が大きい あまり影響はない 無回答 
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３ 空き店舗の状況 

   

 

 

 

（１）空き店舗数の増減 

空き店舗数について、３年前と比較して「変わらない」（52.3％）と回答した商店街の割合が

最も多く、次いで、「増加した」（28.6％）、「減少した」（11.6％）となっている。 

 
 

（２）空き店舗率の推移 

調査対象 241 商店街における空き店舗率は、8.8％であり、前回に比べ 0.3 ポイント増加して

いる。また、空き店舗数を０と回答した商店街は、53 商店街（22％）であった。 

 

※空き店舗率＝商店街の空き店舗数÷（商店街の店舗総数＋商店街の空き店舗数）×100 

＝929÷（9,641＋929）×100 ≒8.8％ 
 

（参考）全国数値との比較 

長野県 8.8％ 

全 国 14.6％ 

（全国数値：中小企業庁「平成 24 年度商店街実態調査報告書」） 

 

（３）地域別空き店舗率 

「中信」が 12.0％と最も高く、最も低い「北信」（5.9％）と比べると、6.1 ポイントの差が

ある。 

 

28.6  52.3  11.6  7.5  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=241)

増加した 変わらない 減少した 不明・無回答 

5.8 6.4 6.2 

7.7 
8.5 8.8  

0.0

2.0

4.0

6.0

8.0

10.0

H11 H14 H17 H20 H23 H26

％ 

5.9% 

12.0% 

10.0% 

9.5% 

8.8% 

0% 5% 10% 15%

北信(n=3840) 

中信(n=2079) 

南信(n=1952) 

東信(n=2699) 

全体(n=10570) 

ここでいう「空き店舗」とは、以前は店舗として利用されていたが、現在は店舗として利用されていない

建物で、内外装を施す程度で、商店として利用できるものを指す。 

ただし、現状で別の用途に利用されていたり、建物が取り壊されたもの（建替えを含む）を除く。 
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（４）空き店舗活用の意向 

空き店舗 929 の状態は、「貸したい（売りたい）が借り手（買い手）がいない」（34.3％）が

最も多く、次いで「店舗として利用するつもりがない」（27.4％）となっている。 

 
 

（５）空き店舗となった原因 

空き店舗が１店舗以上ある 188 商店街において、空き店舗となった原因は「後継者がいない

ため廃業」（56.4％）が最も多く、次いで、「経営不振のため廃業」（47.9％）が多くなっている。 

 
 

（６）空き店舗への出店促進のための取り組み 

「特に何もしていない」（71.4％）が最も多くなっている。 

 

  

34.3  27.4  14.0  24.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=929)

貸したい（売りたい）が借り手（買い手）がいない 店舗として利用するつもりがない その他 不明・無回答 

56.4% 

47.9% 

16.5% 

8.0% 

2.7% 

0.5% 

5.9% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

後継者がいないため廃業 

経営不振のため廃業 

よりよい立地・店舗条件を求めて移転 

他で安定した収入が得られるため廃業 

大型店の進出、撤退の影響を受け廃業 

大型店の進出、撤退の影響を受け移転 

その他 

(n=188)

※複数回答 

71.4% 

8.3% 

5.0% 

4.1% 

2.5% 

0.8% 

2.1% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

特に何もしていない 

補助制度や融資制度の紹介 

家主との仲介や代理交渉 

空き店舗情報周知の強化や出店者募集等のPR活動 

空き店舗の家賃低減 

出店者への一定期間の家賃補助 

その他 

(n=241)

※複数回答 

回答内容(抜粋）  

会費の低減 

会費の低減 等 
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（７）貸したい（売りたい）が借り手がいない店舗について 

「貸したい（売りたい）が借り手（買い手）がいない」店舗が１店舗以上ある 88 商店街につ

いて集計した。 

① 空き店舗の状態が続いている原因 

「商店街に魅力がないため」（43.2％）が最も多く、次いで「店舗条件（広さ、設備、改装等）

の問題のため」（36.4％）、「家賃（売値）の折り合いがつかないため」（31.8％）となっている。 

 
 

② 空き店舗情報の提供 

不動産会社等への空き店舗情報の提供状況について、「把握していない」（33.0％）が最も

多く、次いで「ほとんどの店舗で提供している」（30.7％）、「全ての店舗で提供している」（15.9％）

となっている。 

 

 

③ 空き店舗の活用意向 

「業種を問わず出店者を募集、誘致」（42.0％）が最も多く、次いで「考えていない」

（33.0％）、「不足業種について出店者を募集、誘致」（21.6％）となっている。 

 

43.2% 

36.4% 

31.8% 

14.8% 

9.1% 

5.7% 

4.5% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

商店街に魅力がないため 

店舗条件（広さ、設備、改装等）の問題のため 

家賃（売値）の折り合いがつかないため 

一部を住居として使用しているため 

空き店舗情報の提供、入手機会が少ないため 

入居業種に条件をつけているため 

その他 

(n=88)

※複数回答 

15.9  30.7  10.2  4.5  33.0  5.7  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=88)

全ての店舗で提供している ほとんどの店舗で提供している 
ほとんどの店舗で提供していない 提供している店舗はない 
把握していない 不明・無回答 

42.0% 

33.0% 
21.6% 

10.2% 
9.1% 
8.0% 

6.8% 
5.7% 

3.4% 
2.3% 
2.3% 
2.3% 
2.3% 

1.1% 
0.0% 

2.3% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

業種を問わず出店者を募集、誘致 
考えていない 

不足業種について出店者を募集、誘致 
コミュニティースペースとして利用 

イベント会場として利用 
チャレンジショップとして利用 

休憩施設として利用 
アンテナショップとして利用 

ギャラリーとして利用 
共同店舗として利用  

託児所・福祉施設として利用 
情報発信施設（観光案内施設等） 
コワーキングスペースとして利用 

住居として賃貸（売却）  
共同宅配の拠点施設として利用 

その他 

(n=88)

※複数回答 
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（８）空き店舗として利用するつもりがない理由 

店舗として利用するつもりのない店舗が１店舗以上ある 84商店街において、空き店舗として

利用するつもりがない理由として「店舗所有者が住居として利用するため」（52.4％）が最も多

く、次いで「建物の老朽化のため」（42.9％）が多なっている。 

 

  

52.4% 

42.9% 

2.4% 

1.2% 

16.7% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

店舗所有者が住居として利用するため 

建物の老朽化のため 

取り壊すため 

住居として売却（賃貸）するため 

その他 

(n=84)

※複数回答 

回答内容(抜粋）  

・ 所有者の高齢化により貸す気がない 

・ 店舗の所有者が不明 
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４ 後継者の状況 

後継者の状況は、商店街組織の会員の店舗について調査した。 

（１）商店主の平均年齢 

「60 代」（51.9％）が前回よりも 3.6 ポイント増加し、最も多い割合となっている。 

40 代以下の割合は５％と、前回よりも 2.9 ポイント増加している。 

 
 

（２）後継者不在店舗率 

集計対象とした 186 商店街における、後継者不在店舗率は、63.7％と前回の 62.6％よりも 1.1

ポイント増加している。 

 H26 H23 

後継者不在店舗率 63.7％ 62.6％ 

地域別でみると、「南信」（71.6％）、「東信」（67.8％）が他の地域と比較し高くなっている。 

 

※集計対象：調査票〔２〕Q１で、「①後継者のいる店舗」「②後継者のいない店舗」ともに回答があった

186 商店街 

 後継者不在店舗率＝後継者不在会員店舗数÷186 商店街の会員店舗数＝3,504÷5,502×100 ≒63.7％ 

 

（３）後継者不在店舗状況別内訳 

後継者不在店舗の状況については、「事業を当代限りとしている店舗」（40.0％）が最も多く、

次いで「後継者が必要な店舗」（27.1％）、「経営者が若く後継者問題は無い店舗」（25.7％）と

なっている。 

 

0.0  

0.4  

2.1  

4.6  

36.0  

36.1  

48.3  

51.9  

2.1  

2.9  

11.6  

4.1  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H23(n=242)

H26 (n=241)

３９歳以下 ４０代 ５０代 ６０代 ７０代以上 無回答 

56.3% 

62.8% 

71.6% 

67.8% 

63.7% 

0% 20% 40% 60% 80%

北信(n=1986) 

中信(n=830) 

南信(n=1129) 

東信(n=1557) 

全体(n=5502) 

25.7  40.0  27.1  7.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=3504)

経営者が若く後継者問題は無い店舗 事業を当代限りとしている店舗 後継者が必要な店舗 不明・無回答 
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（４）後継者不在店舗の事業承継対策 

「個店の対応に任せている」（65.5％）が最も多く、次いで「特に何もしていない」（25.3％）、

「対策をとっている」（1.7％）となっている。 

 

「対策をとっている」と回答した４商店街においての具体的な対策としては、「チャレンジ

ショップにおける創業希望者の人材育成」（33.3％）が最も高くなっている。 

 

 

 

 

（５）長野県事業引継ぎ支援センターの認知度について 

平成 26 年２月に長野市に開設された長野県事業引継ぎ支援センター（公的相談機関）の  

認知度は、22.4％であった。 

 

対策を

とっている 

1.7% 

個店の対

応に任せ

ている 

65.5% 

特になに

もしていな

い 

25.3% 

無回答 

7.5% 

(n=241) 

33.3% 

16.7% 

16.7% 

33.3% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

ﾁｬﾚﾝｼﾞｼｮｯﾌﾟにおける 

創業希望者の人材育成 

研修会の実施 

後継者の募集､紹介 

その他 

(n=6) ※複数回答 

22.4  71.8  5.8  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26(n=241)

知っている 知らない 無回答 

回答内容(抜粋）  

・ 商工会とともに調査、 対策を検討 
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（６）次世代の商店街を担うリーダーの存在 

「いない」と回答した商店街が 55.2％を占めている。 

 

（７）次世代リーダーの育成の必要性 

「感じる」と回答した商店街が 62.7％を占めている。 

 

（８）次世代リーダー育成のための事業の有無 

「特に行っていない」と回答した商店街が 78.8％を占めている。 

 

  

38.2  55.2  6.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26(n=241)

いる いない 無回答 

62.7  30.7  6.6  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26(n=241)

感じる 感じない 無回答 

15.4  78.8  5.8  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

H26(n=241)

ある 特に行っていない 無回答 

実施している事業等(抜粋）  

・ 若手も集めたミ ーティ ング等の実施 

・ 若手を役員に選任 

・ 共同イベント の企画、 運営 

・ 講演会、 研修会等の開催 
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５ 商店街の共同活動事業 

（１）活動状況 

「活発である」「やや活発である」と回答した商店街が 22.8％なのに対し、「不活発である」

「やや不活発である」と回答した商店街が 45.6％となっている。 

 
（２）不活発である理由 

「やや不活発である」「不活発である」と回答した 110 商店街において、その理由は「会

員が減少したため」（55.5％）、「会員の無関心、非協力」（50.9％）、「予算が少ない」（41.8％）

に多くなっている。 

 
 

 
 
 

（３）現在実施している事業及び過去１年以内に実施した事業 

「イベント事業」（71.4％）が最も多く、「共同の販売促進事業」（32.8％）となっている。 

 

  

8.7  14.1  25.3  26.1  19.5  6.2  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=241)

活発である やや活発である 普通 やや不活発である 不活発である 無回答 

55.5% 

50.9% 

41.8% 

37.3% 

34.5% 

33.6% 

23.6% 

16.4% 

6.4% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60%

会員が減少したため 

会員の無関心、非協力 

予算が少ない 

人手不足 

人材（リーダー）の不在、力不足 

活動に時間を割く余裕がない 

活動に理念、目標がない 

会員に世代間ギャップがある 

その他 

(n=110)

※複数回答 

71.4% 

32.8% 

14.9% 

13.3% 

12.9% 

12.0% 

11.2% 

6.6% 

5.0% 

3.7% 

3.3% 

2.1% 

6.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80%

イベント事業 

共同の販売促進事業 

情報提供事業 

人材育成事業 

ﾎﾟｲﾝﾄｶｰﾄﾞ事業 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの活用 

調査事業 

ｺﾐｭﾆﾃｨの輪が広がる場づくり 

買物弱者支援事業 

地域通貨の導入 

ブランド開発事業 

子育て支援事業 

その他 

(n=241)

※複数回答 

回答内容(抜粋) 

・ 会員に高齢者が多いため 

回答内容(抜粋) 

・ プレミ アム付き共通商品券の発行 

・ エコ事業、 美化活動 
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（４）特に効果のあった事業 

特に個店の売上アップ、商店街の継続的なにぎわいの創出に効果があった事業については、

「イベント事業」（39.0％）が最も多く、次いで「共同の販売促進事業」（13.3％）となって

いる。 

 

 

（５）直面している課題 

「地域外大型店やロードサイド店への客の流失」（30.7％）が最も多く、次いで「商圏人

口の減少」（29.9％）、「魅力的な店舗がない」（24.1％）となっている。 

 
  

39.0% 

13.3% 
4.6% 

3.7% 

2.1% 

1.7% 

1.2% 

1.2% 

1.2% 

0.8% 

0.8% 

0.4% 

3.7% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40% 45% 50%

イベント事業 

共同の販売促進事業 

ﾎﾟｲﾝﾄｶｰﾄﾞ事業 

情報提供事業 

ｺﾐｭﾆﾃｨの輪が広がる場づくり 

ｲﾝﾀｰﾈｯﾄの活用 

買物弱者支援事業 

地域通貨の導入 

ブランド開発事業 

人材育成事業 

調査事業 

子育て支援事業 

その他 

(n=241)

※複数回答 

30.7% 
29.9% 

24.1% 
22.4% 
22.0% 

17.8% 
17.0% 

11.6% 
10.0% 

9.5% 
9.1% 

8.3% 
6.6% 

5.0% 
3.7% 
3.7% 

1.7% 
1.7% 

3.7% 

0% 5% 10% 15% 20% 25% 30% 35% 40%

地域外大型店やﾛｰﾄﾞｻｲﾄﾞ店への客の流失 
商圏人口の減少 

魅力的な店舗がない 
後継者の不足  

店舗密度が低い（非商店が多い） 
駐車場が無い（不足している） 

零細店が多い 
不足業種が多い 

店舗の老朽化 
街区の特色がない 

消費者ニーズへの対応が不十分 
リーダーの不在、力不足 

商店街の整備近代化が進まない 
歩道等がなく危険である 

道路の新増設による環境変化 
空き店舗の増加   

商店街へのアクセス道路の不備 
競合商店街に押されぎみ 

その他 

(n=241)

※複数回答 

回答内容(抜粋) 

・ 情報化対応の遅れ 

・ 銀行、 公共施設等の流出や不足 
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（６）魅力的な商店街となるために必要なもの 

「個店の魅力アップの推進」（60.2％）が最も多く、次いで「商店街活性化のための計画

策定、ビジョンの共有」（17.8％）、「買い物弱者対策」（16.2％）となっている。 

 
 

 

 

 

 

 

 

（７）今後の商店街活動 

「現状維持」（48.1％）が最も多く、次いで「新規事業の展開や事業拡張に積極的に取組

む」（27.0％）、「今後商店街としての活動は行わず、やる気のある個店ごとに行う」（14.5％）

となっている。 

 

 

 

60.2% 
17.8% 
16.2% 

14.1% 
13.7% 
12.9% 

12.4% 
12.0% 

10.0% 
9.5% 

7.5% 
5.8% 
5.4% 
4.6% 
4.6% 

3.3% 
1.7% 
1.7% 

0.8% 
0.4% 
0.4% 

6.6% 

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70%

個店の魅力アップの推進  
商店街活性化のための計画策定、ビジョンの共有 

買い物弱者対策 
駐車場の設置 

人材育成 
イベントの推進 
空き店舗対策 

組織活動の強化 
地域の様々な団体との連携活動 

再開発事業の推進 
商店街の共同販促事業の活発化 

道路の整備 
ｺﾐｭﾆﾃｨの輪が広がる場づくり 

共同店舗・ｼｮｯﾋﾟﾝｸﾞｾﾝﾀｰの設置 
大型店の誘致 

駐車場以外の商店街施設の整備 
スタンプ事業の再構築 

電子商取引の導入（ネット販売等） 
防犯・防災活動の推進 

リサイクル・環境美化活動の推進  
地域通貨の導入 

その他 

(n=241)

※複数回答 

27.0  48.1  3.3  14.5  7.1  

0% 20% 40% 60% 80% 100%

(n=241)

新規事業の展開や事業拡張に積極的に取組む 
現状維持  

事業縮小 

今後商店街としての活動は行わず、やる気のある個店ごとに行う 
無回答 

回答内容(抜粋) 

・ 物販店(生鮮三品販売） の出店 

・ 個性的な店舗の誘致 

・ 周辺の商店街の活性化 

・ 会員店舗数の増加 

・ 後継者 

・ 居住人口の増加 


